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■要旨： 

2014 年に行われた第 47 回衆議院議員総選挙は、ネット選挙解禁後に行われた初の衆議院

議員総選挙ということもあり、候補者のソーシャルメディア等のネット選挙手段の活用も

大いに注目された。中でも、毎日新聞と朝日新聞は候補者の Twitter 投稿分析を記事にして

おり、従来の世論調査とは異なったアプローチでの報道がなされるようになっている。一

方で、これらの新しいアプローチでの報道は方法論が確立されているとは言い難く、その

信頼性に疑問が残る点もある。 

 本研究では、発表者が独自に収集した候補者の投稿データとの比較から、報道機関によ

る Twitter 投稿分析のアプローチ及び結果について批判的に検討する。特に、毎日新聞が記

事にした「自民党候補が「アベノミクス」の話題を避けた」という説に関して、その真偽

を確認する。 
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1. はじめに 

 日本では長らくインターネットを利用した選挙運動（ネット選挙）が禁止されてきてい

たが、2013 年 4 月に公職選挙法が改正され、ウェブサイトやブログ、SNS 等を用いた選挙

運動が解禁されることとなった。ネット選挙解禁後初の国政選挙は第 23 回参議院議員選挙

であり、衆議院議員選挙においても 2014 年 12 月の第 47 回からネット選挙解禁を迎えてい

る。このように日本ではネット選挙解禁後の歴史は浅く、候補者による情報発信ツールの

効果的な活用については検討が重ねられている。 

 一方で、候補者と同様にネット選挙解禁による影響を受けたのが、選挙を報じるメディ

アの側である。特に、Twitter や Facebook 等のソーシャルメディアは候補者が直接に有権者

と対話することを可能にしたこともあり、候補者の考えや政策を知る上で有用なメディア

として注目されている。実際に、先の第 47 回衆議院議員選挙では朝日新聞と毎日新聞の 2

社が候補者の Twitter 投稿分析を軸にした記事を配信している。しかしながら、従来型の世

論調査とは異なり、新聞社による Twitter 投稿分析については確たる方法論があるとは言い

難い。そこで、本研究では上記 2 社の Twitter 投稿分析の結果について批判的に検討を行い、

その問題点について考察する。 

 

2. 問題意識 

 上述のように、第 47 回衆議院議員選挙では朝日新聞と毎日新聞の 2 社が Twitter 投稿分析

に関する記事を配信している。例えば、朝日新聞では「候補者ツイート、７７％が活動報

告・告知 そのワケは」というタイトルで主に Twitter の投稿内容について分析を行ってい

る。他方で、毎日新聞では「「アベノミクス」避ける ツイッターで自民候補」というタイ

トルで主に「アベノミクス」という用語を中心に分析結果の考察を行い、タイトルから一

見して分かるように、より自民党批判の傾向が強い記事を掲載している。毎日新聞では他

にも「ネット上、熱気なく 公示日のツイート、わずか 「アベノミクス」も１．２％」

というタイトルの記事も掲載している。両社の記事の概要については、表１に詳細をまと

めている。 

 本研究はこれら 2 社の Twitter 投稿分析、及び、その記事に着目したものであり、問題意

識として以下の 3 点を掲げる。まず第一に、両社の対象者数が大きく異なることである。

表 1 に示されている通り、朝日新聞は 455 人、毎日新聞は 334 人となっており、分析以前

の段階で許容できない大きな差が生じている。仮に分析対象の捕捉が間違っているならば、

その結果が信頼に値しないことは言うまでもないだろう。 

次に、分析対象となる投稿について、投稿の種類が考慮されず、単語の抽出のみが行わ

れていることである。投稿の種類については、すぐに考えられるだけでも「通常投稿」・「RT

（リツイート）」・「代理投稿」等が挙げられる。また、外部サイトへの URL が掲載されて

いる場合には、投稿者の本来の主張は当該外部サイトの掲載内容にあることは想像に難く

ない。そのような投稿の種類の差異を考慮せずに、Twitter の投稿内容からの単語抽出のみ



で結果を導く妥当性には疑問が残る。 

最後に、結果から得られる主張に隔たりがあることである。結果自体については街頭演

説の告知が中心となっている点では一致しているものの、主張には表 1 の通り違いが見受

けられる。朝日新聞では識者からの両論を併記するかたちで政策に関する投稿の捉え方の

違いを示しているのに対し、毎日新聞では「争点への言及を避ける」という表現で自民党

を否定するニュアンスがより強くなっている。そのような報道姿勢に関する論点について

も検討したい。 

 

表 1 記事の概要 

 朝日新聞 毎日新聞 

掲載日 2014 年 12 月 13 日 2014 年 12 月 10 日 

期間 2015 年 12 月 2 日～2015 年 12 月 11 日 2015 年 12 月 2 日～2015 年 12 月 8 日 

対象者 455 人 334 人 

件数 2 万 6278 件 1 万 1570 人 

使用 

ツール 

ソーシャルメディア分析システム

「ForSight」（米クリムゾン・ヘキサゴ

ン社） 

不明 

結果 

「自民や維新の候補の投稿は９割近く

が街頭演説の告知や活動報告で、公明、

次世代、改革の候補も８割以上がこの

２項目についての投稿だった。」 

「各党候補者の発信は街頭演説などの

告知が中心になるが、民主、共産などの

野党候補は安倍政権の政策批判にも活

用。対し自民党候補のツイートは争点へ

の言及を避ける傾向にある。」 

主張 

「政策に関する投稿が与党候補から比

較的少ないのは、軽々につぶやいて

後々の政権運営で矛盾を突かれてはな

らないとの思いがあるのだろう。」（識

者１） 

「候補者の投稿が政策に言及しないこ

とが悪いとは単純に言えない。少ない

文字数で政策をつぶやき、有権者の投

げかけに答えることは難しいからだ。」

（識者２） 

「政党別の候補者ツイート数は同党（共

産党）が自民、民主両党を上回っており、

共産党候補がツイッターを積極的に活

用して消費増税などの政策批判を展開

していることが分かる。（中略）自民党

候補のツイートでは政策関連の単語は

少なく、「経済」が「アベノミクス」よ

り多い６４回、「景気」が３８回出てく

る程度。世論の賛否が分かれる争点は避

ける傾向がうかがえる。」（記者） 

（出典）新聞社の公式サイトより。傍線部・強調は著者による。 

 

3. 分析 

 本研究では先に示した 3 つの問題意識について、順番に分析・考察を行っていく。まず、



分析対象の選定については、朝日新聞・毎日新聞の両サイトに掲載されている情報から候

補者のソーシャルメディアの利用状況について把握する。加えて、すべての候補者につい

て候補者名での検索やホームページからの情報探索を通して、両サイトから漏れているア

カウントがないか調査する。さらに、当該のアカウントが選挙期間中に実際に利用されて

いたのかについても確認する。次に、新たに著者が取得したデータを概観し、実際の利用

状況について類型化するとともに、特徴的な単語の使用頻度から利用状況の実態について

検討する。最後に、上記の分析結果から、両新聞社の報道姿勢の妥当性について考察する。 

 

3.1. 対象選定の妥当性に関する分析結果 

 朝日新聞と毎日新聞のサイトに掲載されている情報、ならびに、著者が独自に調査した

結果を表 2 と表 3 に示している。登録アカウントの掲載状況については、両社ともに 100

件以上の漏れがあった。これは、両社が候補者へのアンケートからソーシャルメディアの

利用状況を把握しているためであり、アンケートの回答に含まれていない場合やそもそも

アンケートを返送していない場合、サイトへの掲載にあたってミスが生じた場合などに掲

載漏れが発生するものと考えられる。興味深いのは、朝日新聞と毎日新聞のそれぞれの掲

載情報にも差異があり、両方に登録されているものは 608 アカウント中 348 アカウントに

留まっていることである。この傾向は期間中に更新されているアクティブアカウントに限

定しても同様であった。 

 表 2 と表 3 の結果より、朝日新聞の対象が登録アカウントに限定したものであり、毎日

新聞ではアクティブアカウントを対象としたことから人数に大きな差が生じたものと推察

される。ただし、その場合であっても、100 以上のアカウントが漏れていることに違いはな

く、大きな問題点として認識できる。 

 

表 2 登録アカウントの掲載状況 

 朝日新聞あり 朝日新聞なし 合計 

毎日新聞あり 348 47 395 

毎日新聞なし 122 91 213 

合計 470 138 608 

 

表 3 アクティブアカウントの掲載状況 

 朝日新聞あり 朝日新聞なし 合計 

毎日新聞あり 312 41 353 

毎日新聞なし 98 59 157 

合計 410 100 510 

 

3.2. 投稿内容の類型化に関する分析結果 



 投稿内容については、著者が目視で判断した限りでは、以下の 5 つの類型に大別されて

いた。内訳としては、１）通常投稿（リプライ含む）、２）RT（リツイート）、３）（スタッ

フ等からの）代理投稿、４）ブログ・YouTube 等外部サイトへの誘導、５）関連アカウント

の RT（リツイート）となっている。これらは事前の予想と概ね一致しているが、５）関連

アカウントの RT（リツイート）については、「アクティブにスタッフ等が更新するアカウン

トを別途用意し候補者はその RT（リツイート）のみを行う」という特徴があり、通常の RT

（リツイート）とは異なるものであった。なお、候補者名義で新聞社のサイトに登録され

ているものの、実態としてスタッフが更新しているアカウントは数多く存在し、明確に候

補者による投稿とスタッフによる投稿を区別することには困難があった。 

 さらに、投稿内容の類型について推測するために、RT（リツイート）と URL を含む投稿、

特徴的なキーワードについて調べたところ、「RT（リツイート）：10451 件」、「URL を含む

投稿：24188 件」、「ブログ・BLOG・blog：1303 件」、「Facebook・facebook：369 件」、「キャ

ス（ツイキャス）：680 件」、「YouTube・ユーチューブ：445 件」、「ニコ生：208 件」、「スタ

ッフ：1821 件」、「事務局：409 件」、「秘書：379 件」といった結果が得られた。それぞれの

キーワードについては 1 投稿中に複数あっても 1 件とカウントしているが、キーワード同

士が重複することはあり得る。また、必ずしも本分析で意図している結果通りに抽出され

ていないものも含まれていることが予想される（例えば、「事務局」が代理投稿でない場合

等）。しかしながら、本研究における分析対象である全 40,456 投稿中の相当数が「候補者に

よる Twitter 単体で完結する投稿」ではないことが示唆されており、特に動画サイトやブロ

グ、Facebook への誘導が数多く存在していた。一方で、新聞社の分析結果ではこうした外

部サイトへのリンクについては一切考慮されていなかった。 

 

3.3. 報道姿勢の妥当性についての考察 

 これまでに見てきたように、そもそも両社の分析対象の選定においては多くの漏れがあ

り、投稿者が候補者本人であるかスタッフであるかの判別も厳密にはなされていないこと

が明らかとなっている。加えて、全投稿中の半数以上が URL を含んだ投稿であり、特に、

ブログ・Facebook・動画サイト等の外部サイトへのリンクが数多くあったことが示されてい

る。このことは、投稿者の投稿内容が Twitter の中で完結しておらず、Twitter がサービス間

の連携を意図して使用されることもあり得ることを意味している。仮に毎日新聞が「自民

党の候補者が世論の賛否が分かれる争点は避けている」と主張するのであれば、こうした

外部サイトにおける意見表明についても当然調査すべきであり、そうした努力を放棄した

上で結論付けている点には大いに疑問が残る。 

もちろん、一般的な世論調査においても、谷岡（2000）、谷岡（2007）、菅原（2009）等

で繰り返し指摘されているように、多くの課題が存在している。また、候補者自身の投稿

を分析することで得られる含意が有権者の判断に資することもあるだろう。しかしながら、

現状の Twitter 投稿分析は事前アンケートで把握した候補者のアカウントから機械的に単語



を抽出しただけのものであり、その実態が適切に反映されているとは言い難い。さらに言

えば、分析過程がブラックボックスになっているのを良いことに、自説への牽強付会とし

ている懸念もある。当該の記事は選挙期間中に公開されているため有権者に不確かな分析

から予断を与えている可能性が高く、そのような報道姿勢は厳しく批判されるべきだろう。 

 

4. まとめ 

 本研究はネット選挙解禁後初の衆議院議員選挙を対象に、Twitter 投稿分析を軸とした新

聞社による記事に対する懐疑を問題意識として、調査・分析を行ったものである。結果か

ら、分析対象の選定と投稿内容の類型化といった点での課題が示された。このことは、候

補者への事前アンケートによるソーシャルメディアアカウントの把握と単純な単語抽出か

らの結果の導出に多くの問題があることを意味している。特に、毎日新聞は今回の衆議院

議員選挙において強いニュアンスで自民党に否定的な見解を示しているが、その根拠は本

研究で概観したように大変薄弱なものであった。候補者がソーシャルメディアの利用に施

行錯誤しているように、メディア側もソーシャルメディアの分析において施行錯誤するこ

とは何ら悪いことではない。しかし、杜撰な調査・分析による結果が有権者に影響を与え

てしまうのであれば、その報道の仕方については考慮すべき点が多いだろう。 

 なお、本研究では全体的な投稿の傾向のみを分析の対象としたため、今後の研究では政

党別の傾向等についても併せて検討したい。 
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